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厚生労働省老健局振興課 
 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社より「24 時間地域巡回型訪問

サービスのあり方検討会」の議論についての報告書を受け、本報告書の内容を厚生

労働省ホームページにおいて公表いたしましたので、お知らせいたします。 
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｢24 時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」報告書の公表について 

 

 

標記について、別紙のとおり平成 22年度老人保健健康増進等事業における調査研

究事業により設置されました「24 時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」の

議論についての報告書が、当該調査研究を実施する三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング株式会社より公表されましたのでお知らせします。 

 

本報告において示された提言や事業モデルのシミュレーション結果については、

平成 23 年度予算（案）において 12 億円を計上している「24 時間対応の定期巡回・

随時対応サービス事業」（60 市区町村で実施予定）の事業実施の参考とさせていた

だく予定としております。 

 

厚生労働省においては、今通常国会において介護保険法の改正案に「24 時間対応

の定期巡回・随時対応サービス」の創設を盛り込む予定としており、平成 24年 4月

の新サービス創設・実施に向け、今通常国会の審議の内容、平成 23年度予算（案）

に計上しているモデル事業の実施状況、社会保障審議会介護給付費分科会における

議論の内容等を踏まえ、サービスの位置付けや基準･介護報酬等について検討を進め

ていく予定としております。 

平成 23年２月 25日 

【照会先】 

老健局振興課 

課長補佐   菊池 芳久（内線 3932） 

基準第一係長 岸  英二（内線 3983） 

(代表電話) 03(5253)1111 

(直通電話) 03(3595)2889 

 

 



  
（参考） 

 

「24時間対応の定期巡回・随時対応型サービス」に関する検討スケジュール 

（イメージ） 

 

介護保険法の改正（案）の提出

介護保険法の改正（案）の成立

社会保障審議会介護給付費分科会

基準・介護報酬に関する省令等施行

新サービスの実施

24時間検討会「報告書」

24時間検討会「中間取りまとめ」社会保障審議会介護保険部会

介護保険制度の見直しに関する意見

平成23年度予算（案）
24時間定期巡回・随時対応型サービス事業

H22.10

H22.11

H23.2

 
 
（注）今後の国会の審議状況等により、上記については変更があり得る。 



 

 

 

 

 
 

2011 年 ２ 月 25 日 

報道機関各位 

「24 時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」

報告書の公表について 

 

 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの総合シンクタンクである三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ

ング株式会社（本社：東京都港区 社長：水野 俊秀）は、このほど、平成 22 年度厚生労働省老

人保健健康増進等事業における調査研究事業により設置した「24 時間地域巡回型訪問サービ

スのあり方検討会」の議論についての報告書を取りまとめましたので、公表いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 
政策研究事業本部（東京） 経済・社会政策部 国府田、岩名、鈴木、清水 

〒108-8248 東京都港区港南 2-16-4  
TEL：03-6711-1265 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

（会社概要） 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社は、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの総合シンクタンクとして、

東京・名古屋・大阪の３大都市を拠点に、コンサルティング、グローバル経営サポート、政策研究・提言、 
マクロ経済調査、教育研修など、国内外にわたる幅広い事業分野において多様なサービスを展開している。 

名称 ： 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 （URL http://www.murc.jp） 
創立 ： 1985 年 10 月 
資本金 ： 20 億 6 千万円 
代表者 ： 代表取締役会長 大西 由辰 
  代表取締役社長 水野 俊秀 
  代表取締役副社長 湊 明彦 
理事長 ： 中谷 巌 
従業員数 ： 約 700 名 
事業所 ： 〔本 社〕 〒108-8248 東京都港区港南二丁目 16 番 4 号 品川グランドセントラルタワー 
  〔名古屋〕 〒460-8621 名古屋市中区錦三丁目 20 番 27 号 御幸ビル 
  〔大 阪〕 〒541-8512 大阪市中央区今橋二丁目 5 番 8 号 トレードピア淀屋橋 



報告書 【概要】

「24時間地域巡回型訪問サービスのあり方検討会」

平成23年2月25日



24時間地域巡回型訪問サービスの基本的な考え方

【最終的な目標】
「単身・重度の要介護者」であっても、在宅を中心とする住み慣れた地域で、尊厳と個別性が尊

重された生活を継続することができるような社会環境の整備。

○ 本サービスは、在宅の要介護高齢者の日常生活を支えるために必要な介護・看護サービスを、包
括的かつ継続的に提供するものであり、「地域包括ケア」の仕組みを支える基礎的なサービスとし
て位置付けられるものである。

○ 本サービスは、適切なアセスメントとマネジメントに基づいて、介護サービスと看護サービスが
連携を図りつつ、「短時間の定期訪問」、「随時の対応」といった手段を適宜・適切に組み合わせ
て、1日複数回、「必要なタイミング」で「必要な量と内容」のケアを一体的に提供する「まった
く新しいサービス類型」である。

①一日複数回の定期訪問と継続的アセスメントを前提としたサービス
 一日複数回の定期訪問によるサービス提供を行い、在宅生活を包括的に支えるとともに、利用者の心身の状況につい

て介護・看護の視点から継続的にアセスメントを行う。

②短時間ケア等、時間に制約されない柔軟なサービス提供
 継続的なアセスメントに基づき、施設におけるケアと同様、利用者の心身の状況に応じて、提供時間の長さやタイミ

ングを柔軟に変更しながら必要なサービスを提供する。

③「随時の対応」を加えた「安心」サービス
 一日複数回の定期訪問に加え、利用者からのコールを受けた場合に、利用者の心身の状況等を踏まえコール内容を総

合的かつ的確に判断し、必要な対応を行うことにより在宅生活の安心感を提供する。

④24時間の対応
 日中帯を中心に定期訪問サービス提供を行い、起床から就寝までの在宅生活を包括的に支えるとともに、発生頻度は

少ないながらも確実に存在する深夜帯のニーズに対応するため、24時間の対応体制を確保する。

⑤介護サービスと看護サービスの一体的提供
 在宅生活を包括的かつ継続的に支える観点から、利用者の看護ニーズに対応するため、介護・看護サービスを一体的

に提供する。

＜ 24時間地域巡回型訪問サービスの基本コンセプト ＞
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＜ 24時間地域巡回型訪問サービスのあり方のポイント①＞

○ サービスの対象者像

○ 本サービスは、要介護３以上の要介護者の在宅生活の限界点を引き上げることを前提としてい
るが、要介護１・２といった軽度の要介護者であっても、一日複数回の定期訪問ニーズや随時の
対応による安心感の提供の効果は認められることから、本サービスの対象者は要介護者全般とす
べきである。

○ 継続的アセスメントに基づく一日複数回の訪問により、適切な食事内容の確保や、服薬の確認、
排泄時の清潔保持、心身の状況の変化の定期的な確認等が可能であることから、認知症高齢者の
在宅生活を支える上でも有効性が期待されるが、サービス提供に当たっては認知症高齢者の心身
の状況に応じた配慮も必要である。

○ ケアマネジメント及び24時間地域巡回型訪問サービスが行うマネジメントのあり方

○ 24時間地域巡回型訪問介護サービス事業者は、実際に訪問を行っている介護職員や看護職員に
よるチームが行う継続的アセスメントに基づき、一日のサービス提供のタイミング等を決定する。

○ こうしたマネジメントを行うことにより、より効率的な移動ルートの設定や介護従事者の効果
的な投入が可能となる。

○ ケアマネジャーは、24時間地域巡回型訪問サービス事業所と「共同マネジメント」の形で緊密
に連携を図り、他のサービス提供事業者との情報共有を進めつつ、利用者のニーズに即したケア
プランを作成することが必要となる。
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＜ 24時間地域巡回型訪問サービスのあり方のポイント②＞

○ 介護サービスと看護サービスの一体的提供

○ 在宅生活の継続には介護サービスに加え看護サービスの安定的な提供が重要であり、介護職員
と看護職員が情報を共有しながら一体的にサービスを提供することが重要であり、具体的には看
護職員は、①利用者に対する定期的なモニタリング・アセスメント、②訪問看護指示書に基づく
サービス提供、③体調急変時の判断や医師との連携、④介護職員に対する療養上の助言等を行う。

○ このため、24時間地域巡回型訪問サービス事業所には、介護職員と看護職員を配置し、介護・
看護サービスを一体的に提供できる体制とし、効果的かつ柔軟なサービス提供を行うべきである。
なお、事業所に看護職員を配置することが困難な場合においても、外部の事業所との緊密な連携
により、こうした機能を確保する必要がある。

○ 職員配置のあり方

○ 利用者の心身の状態の変化に応じて柔軟なサービス提供を行う必要があるため、常勤職員の雇
用を進め勤務ローテーションを安定化することが基本となるが、モーニングケア、食事、ナイト
ケアなど特定の時間帯において利用の集中が予想されることから、短時間勤務職員も組み合わせ
たシフト対応が必要になる。

○ 人材の安定的確保及び有効活用の観点から、兼務等について柔軟に対応できる仕組みが必要で
ある。特に、夜間（深夜）は、サービス提供の頻度も相当程度低下することが想定されるため、
他の24時間対応を行っている介護サービス事業所、または施設等との兼務も検討すべきである。

○ 随時の対応のための職員配置

○ 利用者からのコールに対応する職員（オペレーター）は一定の知見と実務経験を有する者を配
置することが望ましい。また、利用者の看護ニーズに適切に対応するため、必要に応じて看護の
専門知識を有する職員からの助言が常に得られるような体制を確保すべきである。

○ こうした随時の対応体制については、人的資源の効果的活用の観点から、事業所間の連携・委
託方式や多様な地域資源・インフラの活用等も重要である。また、双方向通信が可能なICT（情報
通信技術）を活用した機器の利活用の推進も有効である。
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○ 利用者のニーズに即応する必要性があり、また移動時間の短縮が効率的な運営をおこなう上で
重要になることから、30分程度の範囲が適当である。

○ 在宅高齢者の日常生活圏域内で、各地域及び住民の特性に応じたきめ細かなニーズ把握とサー
ビスのマネジメントを行うことが求められることから、市町村が事業者指定を行う「地域密着型
サービス」とすることが適当である。

○ 事業所の指定については、個々の日常生活圏域におけるニーズや地域特性等に応じて、安定的
なサービス提供が確保されるよう、市区町村が一定の裁量のもと、利用者の事業者選択の自由の
確保の視点も踏まえながら計画的に行うことが重要である。

＜ 24時間地域巡回型訪問サービスのあり方のポイント③＞

○ 事業者のサービス提供圏域のあり方

○ 高齢者の生活においては、心身の状態が日々変化しそれにともない必要なサービスの量やタイ
ミングも変化することから、施設と同様、包括定額払い方式の介護報酬を基本とすべきである。

○ 包括定額払いを導入する際、「事業者によるサービス提供控え」が生じる可能性があるが、こ
れについては、保険者の責任において利用者の在宅生活が、包括的かつ継続的に支えられている
かを把握する必要がある。

○ 報酬体系のあり方

○ 本サービスの事業者、従業員に与える効果

○ 従来の訪問介護に比べ事業者側のサービス提供の密度が高まることにより、職員の稼動率の向
上が図られ、より効率的なサービス提供が可能となり、事業者の経営の安定性が増すほか、常勤
職員の雇用機会の増加等、介護職員の処遇改善が期待される。

○ 利用者の一日の生活を包括的かつ継続的に支えることにより、利用者のニーズを総合的・継続
的に把握することが可能となり、介護従事者の専門性の向上、やりがいの醸成につながる。

○ これまでの一対一の関係性に比較してチームケアの概念がより強化される。
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（参考資料）事業モデルのシミュレーション

※ オペレーターについては、複数のサテライト事業所を一括で対応する場合（甲法人）や24時間体制の既存施設との兼務を行う場合（乙法人）、単独型で例えば
携帯電話等を所持した職員が対応する場合（丙法人）等が想定され、地域の実情や事業所の事業規模等に応じて多様な配置が想定される。

※ 看護職員については地域の訪問看護ステーションと連携する方法も想定される。
※ なお、高齢者向け住宅の活用・連携により移動時間・距離を平均化することが可能であり、事業展開に有効と考えられる。

本事業実施イメージの一例
※本サービスにおける最低配置人数や報酬単価、事業費規模等を提案するものではない。

以上整理した本サービスの基本的なイメージに基づき、一定の仮定の下に試算した、利用者の居住圏域
規模や利用対象者規模を前提とした場合に、想定される必要な職員体制等を検討。

◆介護職員：22.8人（常勤換算）

◆看護職員：1.71人（常勤換算）

◆面接相談員：1.0人（常勤換算）

◆ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ：常時1人

24時間地域巡回型
訪問サービス利用者

24時間地域巡回型
訪問サービス利用者

高齢者人口
23,100人

要介護高齢者

3,788人

訪問介護利用者

649人
訪問介護の
頻回利用者

225人

10万人圏域内の潜在的利用者を225人と仮定し、1事
業所あたりの利用人数を約45人と想定

◆介護職員：22.8人（常勤換算）

◆看護職員：1.71人（常勤換算）

◆面接相談員：1.0人（常勤換算）

◆ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ：常時1人
※3事業所でｵﾍﾟﾚｰﾀｰ機能を分担

オペレーター機能
の連携

◆介護職員：22.8人（常勤換算）

◆看護職員：1.71人（常勤換算）

◆面接相談員：1.0人（常勤換算）

◆ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ：常時1人
※夜間帯は同一法人内の介護福祉施設等の
夜勤職員が兼務

24時間地域巡回型
訪問サービス利用者

【③介護福祉施設等と連携する場合】

24時間地域巡回型
訪問サービス利用者

【①単独事業所設置の場合】

夜勤職員による
オペレーターの兼務

【②同一法人による事業所の複数設置の場合】

オペレーター機能
の連携

24時間地域巡回型
訪問サービス利用者

介護
職員A

介護
職員B

介護
職員C

看護師
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